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4.9%  5.7%  7.1%  9.1%  12.0%  17.3%  23.1%  29.2%  31.8%  36.5%  39.6% 

（総人口に対する65歳以上人口の割合） 

日本の3つのファクト：激しい高齢化の進展 
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資料：国土交通白書2012 

http://www.mlit.go.jp/hakusyo/mlit/h24/hakusho/h25/html/n1111000.html 

日本の3つのファクト：人口の減少 
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日本の3つのファクト：財政難 

20年後には、国民負担率が60％を超えるとの予測もある。 

資料：財務省2015.2 

https://www.mof.go.jp/budget/topics/futanritsu/20150226.html 
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資料：東京都財務局 http://www.zaimu.metro.tokyo.jp/kijyunti/26kouji/09koujikakakusui.pdf 

4つめの不都合な真実：地価の下落（特に郊外） 
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番

号
住宅地名 所在地

開発面積

(ha)

区画

数

分譲開始

年

1 聖蹟桜ヶ丘 東京都多摩市関戸２丁目 2.4 96 1957

2 つつじヶ丘 東京都三鷹市中原１丁目 5.9 189 1957

3 府中 東京都府中市府中町１丁目 3 121 1958

4 永福町 東京都杉並区永福町１丁目 2 25 1959

5 桜ケ丘 東京都多摩市桜ヶ丘１丁目 78.7 1450 1962

6 調布若葉町 東京都調布市若葉町１丁目 2.1 83 1964

7 めじろ台 東京都八王子市めじろ台１丁目 80 2127 1967

8 東めじろ台 東京都八王子市散田町４丁目 3.2 133 1970

9 平山 東京都日野市平山１丁目 51.5 805 1973

10 めじろ台西側 東京都八王子市めじろ台３丁目 4 137 1995

地域再編：都市インフラ・建物・住まいの再編 

京王電鉄が開発した住宅地 

5



『地図』で考えることが重要 

郊外住宅地は開発された単位ご
とに高齢化が進む。 

高齢者は局所的に偏在している。 

郊外住宅地は虫食い状に開発され、開発単位毎に様相が異なる 
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8 斜線地域は「地区計画区域」：都内各区市町村別に地区計画図・計画書のDBが整備 

八王子市都市計画図 高齢化が進む住宅地（用途指定・道路線形） 
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約850世帯 2500人 

65歳以上高齢化率40.4％ 

投下総金額：約1000億円 
年間総収入額：25～30億円以上

（300万円/世帯） 
総金融資産額：約200億円 

（2500万円/世帯） 
介護保険総費用 約5億円 
後期高齢者医療費 約8億円 

郊外住宅地の経済ポテンシャル 

『地図』で考えることが重要 
郊外住宅地は開発された単位ごとに高齢化が進む。 
高齢者は局所的に偏在している。 
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地域包括ケアシステム 
日常生活圏域でのネットワークの構築 

地域密着型サービス 

中学校区程度 

（人口2万人程度・高齢化率25％） 

重度要介護者 250人程度 

軽度用介護者 250人程度 

調整：地域包括支援センター 

日常生活圏域 

小学校区（人口1万人程度）
 

 

 

 

 

高齢者住宅 

認知症 

デイ 

小規模多機能 

拠点 

認知症 

GH 小規模 

特養H 

高齢者住宅 

夜間対応型訪問 

各種訪問 

SV拠点 

各種訪問 

SV拠点 

小学校区（人口1万人程度） 
 

 

 

 

 

高齢者住宅 

認知症 

デイ 

小規模多機能 

拠点 

認知症 

GH 小規模 

特養H 

高齢者住宅 

各種訪問 

SV拠点 

各種訪問 

SV拠点 

母体施設 

（社会福祉法人） 

特別養護老人ホーム 

または 

（医療法人） 

老人保健施設 

：一般家庭 

夜間対応型訪問 

SV:サービス 
GH：グループホーム 
H:ホーム 

脱・施設 

互助 
社会関係資本

の活用 

地域再編：生活を支えるソフトの再編 
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「施設ケア」から「地域ケア」へ 

施設ケア 

ケア集積・建物型 

Aging in Building 

Care in Building 

規模の経済 

虚弱者 

居住施設 

要介護者
居住施設 

生活支援 介護 医療 

富裕ビジネス（民間CCRC)

施設ビジネス（社福・医療法人）
貧困ビジネス（民間たまゆら型）

地域ケア 

ケアネットワーク・面型 

Aging in Place 

Care in Community 

範囲の経済（距離の経済） 

都市経営・地域経営ビジネス◆
Ｃｆ． 欧州：市町村（コミューン） 

   米国：ゲイティッド・コミュニティ（→自治体）  

権利擁護（オンブズマン制度）（未整備） 

生活支援（未整備） 

介護 

20世紀 21世紀 

＜集合居住の規模＞ 

30戸以上 30戸未満 

30室以上 30室以上 
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地域包括ケアシステム 
 地域包括ケアシステムの５つの構成要素（住まい・医療・介護・予防・生活支援）をより詳しく、また

これらの要素が互いに連携しながら有機的な関係を担っていることを図示したものです。

 地域における生活の基盤となる「住まい」「生活支援」をそれぞれ、植木鉢、土と捉え、専門的なサ
ービスである「医療」「介護」「予防」を植物と捉えています。

 植木鉢・土のないところに植物を植えても育たないのと同様に、地域包括ケアシステムでは、高齢

者のプライバシーと尊厳が十分に守られた「住まい」が提供され、その住まいにおいて安定した日
常生活を送るための「生活支援・福祉サービス」があることが基本的な要素となります。そのような
養分を含んだ土があればこそ初めて、専門職による「医療・看護」「介護・リハビリテーション」「保健
・予防」が効果的な役目を果たすものと考えられます。 

出典：平成２５年３月 地域包括ケア研究会報告 「地域包括ケアシステムの構築における今後の検討のための論点」 11



都市・住宅・福祉分野の縦割りの弊害 
住宅分野：高齢者居住安定確保計画（2009年） 

資料：国土交通省 

http://www.mlit.go.jp/common/000029733.pdf 
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都市・住宅・福祉分野の縦割りの弊害 
医療・介護・福祉分野：医療・介護総合確保推進法（2014.6） 

資料：厚労省 

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-12600000-Seisakutoukatsukan/iryoukaigo03_2.pdf 
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都市・住宅・福祉分野の縦割りの弊害 
都市分野：改正都市再生特別措置法（2014.8） 

資料：国交省 

http://www.mlit.go.jp/common/001050253.pdf 

14



大規模な老人ホーム 

ケアハウス・マンション等 

アパート・マンション等 

サポートセンター 
・ 24時間訪問介護 

・夜間対応訪問介護 

・365日通所介護 

・通所宿泊 

・3食365日型配食 

・居宅介護支援事業所 

・在宅介護支援センター 

・サポートコール 

バリアフリー住宅 
・ 集合住宅 

・グループホーム 

フルタイム・フルサービスのケアセンター 

移住 

移住 

移住 

サービス 

サービス 

サービス 

要介護4,5 

ナースコール使用不可 

自立度の低い人 

連続的な要求がある人 

連続的な介護が必要な人 

中小規模の老人ホーム 
への転換・分園等 

機能分散 

認知症で連続的な見守りと介護
が必要な人 

要支援、要介護1 

自立度の高い人 

要介護4,5 

ナースコール使用可能 

家族のいる人 

要介護2,3 

ナースコール使用可能 

自立度の高くない人 

自宅 

自宅 

自宅 

自宅 

町内会 

小・中学校 

地域社会がひとつの施設 

＋ 

地域の「ネットワーク」のデザインが要る 
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引退期・老後期の住替え 

「早めの引越し」 

不便で住みにくくなった所から、
生活に便利な所へ。 

より安心できる所へ。 

「要介護期の住まい」 

人里離れた介護施設よ
りも街中の「住宅」で 

高齢者住宅 

街中居住 

住宅地 

日常生活圏 

市町村 

居住の連続性の保障と街中居住の重要性 
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建物 

土地 

＜十分条件＞ 

見守り：固定費 

食事 

介護 

+ 

建物：固定費 

土地 

＜必要条件＞ 

心
身
虚
弱
の

 

進
展

 

医療 

生活支援 
が必要 

「家」はある。されど「生活支援」がない。 

だから、「生活支援」を求めて住み替わらざるをえない。 

「老後期」の住まいの条件 
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出資者 

（現在、将来の 

入居者） 

住宅 

見守り・食事 

介護提供 

医療提供 

私負担 

公負担 

介護保険 

医療保険 

共同出資 
（地域ファンド） 

高齢者住宅 

Nｏｎ-Profit事業 

地域循環的な非営利「事業」の 
デザインが要る 

静態的な経済循環＋ディーセント・ワーク 

＜混合経済＞ 
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地域善隣事業 
～よき隣人どうしが力を出し合い、 
楽しく住み続けられる地域づくり～ 

日本版 ＣＤＣ：Ｃｏｍｍｕｎｉｔｙ Ｄｅｖｅｌｏｐｍｅｎｔ Ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ

低所得・低資産高齢者の住まいと生活支援に関する調査検討委員会作業部会より 

「低所得・低資産高齢者の住まいと生活支援のあり方に関する調査研究」、高齢者住宅財団、2014.3 
http://www.koujuuzai.or.jp/html/page01_03_01.htm 

低所得高齢者等住まい・生活支援モデル事業についてhttp://www.koujuuzai.or.jp/pdf/2014030503.pdf 
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空き家の状
況 

地縁組織の活
動状況 

・・・ 

・・・ 

合意形成 

地域独自の新しい可能性と未来!! 

地域のさまざまな「変数」の把握 と 課題の分析 

行政 

地域住民 担い手 

家主等 
介護事業所 

医療機関 

「低所得・低資産高者の住まいと生活支援に関する
調査検討委員会作業部会」による図を一部改変 

エリアマネージメント 

地域を耕すことの可能性 
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23 
資料：東京都都市整備局 http://www.toshiseibi.metro.tokyo.jp/juutaku_kcs/shiryou_h22_02_03.pdf 

急増する生活困窮者⇔溢れるほど存在する空き家 
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「地域・グループ居住」による「地域経済」の活性化 

公共：生活保護費 
都の月当り扶助総額 

407億円（2010.11実績） 
内、住宅扶助費83億円 

納税 

生活支援員 
（就労支援対象者） 

家賃10万円 

生活費20万円 

地場のお店 
事業所 
大家さん 

給付 

支払 

（雇用の創出） 

売買 

売買 

未来の納税 

グループ居住の 
高齢者等 

地域 23



不動産主体と福祉関係主体が連携し、「住まいの確保」と「住まい方の支援」を一体的に提供。 

不動産関係主体 

（家主、不動産事業者等） 

福祉関係主体 

（住民組織、介護事業所等） 

低所得・低資産高齢者 

住まいの確保 住まい方の支援 

「住まい方の支援」が入る
ことで安心して住まいを
提供 

住まいを確保することで 

サービス提供が可能に
なり、安定した地域生活
を保障 

行政 

下支え・参加 

「地域善隣事業」の基本スキーム 
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高齢者等 

○家賃債務保証

○残存物置の片づけ

○入居者間・近隣トラブル 保証 提供 

○地域との関係づくり

・リビングサロンの開設 など 

繋ぐ 

入居後の高齢者のサポート（住まい方支援）を提供 

➡家主の安心を保障し、高齢者等の地域での安定的な居住継続を実現 

家主の安心感 入居者の生活
の安定 

家主サポートを行う事業体（管理会社的機能） 
見守り・生活支援を行う事業体 

（社会福祉法人、ＮＰＯ法人等） 

○見守り支援

・訪問員による安否確認 

・食事の調達 等 

地域 25



不動産事業者＋生活支援主体 
新しいビジネスモデルの可能性 
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誰もが安心して暮らし続けるまちの実現 
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まち・住まいの持続と再生に向けて 
“再投資”が必要 

土地 

インフラ・建物 

時間経過 

ま
ち
・住
ま
い
の
価
値

“再投資” 
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まち・住まいの持続と再生に向けて 
再投資する“主体”が必要 

地域善隣事業体 
住宅管理組合 

↓ 

地域事業会社 

地域価値向上事業
の実施 

・団地再生 
・中古住宅流通促進 
・困窮者支援 
・空き家対策 

地域住民 

地域住民 

地域住民 

････ 
････ 

出資・設立 

出資・支援 

自治体 

リターン 

リターン 29



コミュニティビジネス 
＆ 

中間支援組織 

アメリカ：CDCを支える社会システム 

パートナー 
シップ組織 
他のCDC 

CDC 
Community 
Development 
Corporation 

個人・寄付 
ボランティア 

教会 
宗教団体 

連邦政府 
・NPO制度 
・CDBG 
・Tax -Credit 

連邦議会 
CRA 

近隣再投資法人 
銀行 
・コミュニティ再投資 

企業 
・Tax-Credit 
・フィランソロピー 

・資金 
・技術支援 
・土地 

・調査・助言 
・技術支援 
・トレーニング 

・情報・資金・技術訓練 
・パートナーシップ 

資料）「NPO教書」風土社,p48,1997を元に一部改変 

大学 

研究機関 

Intermediary 

財団など 

自治体・州 

・独自補助 

・利子補給など 
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コミュニティビジネス 
＆ 

中間支援組織 

アメリカの地域への資本投下の仕組み 

コミュニティ再投資法：Community Reinvestment Act 

銀行 

営利企業等

 

住民 

CDC（地域の非営利企業体） 
利益 

再投資 

コニュニティ 

資料）「NPO教書」風土社,p46,1997を元に一部改変 

投資 
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コミュニティビジネス 
＆ 

中間支援組織 

アメリカの地域への資本投下の仕組み 

低所得者住宅投資 税額控除制度 
Low Income Housing Tax Credit 

企業 
所
得
税

インターミディアリー 

(中間組織） 
・CDC 

・CDC 
・・・

ex. 

低所得者 
向け住宅 
開発 

資料）「NPO教書」風土社,p46,1997を元に一部改変 
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地域の「福祉と経済の循環」による解決 

２１世紀のイノベーション 

仲間福祉（新しい民間）・地域福祉（新しい公共） 

例えば、“地域福祉居住・介護・医療コンソーシアム” 
例えば、“地域福祉居住組合”＋介護保険＋医療保険＋・・・ 
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今
、私
た
ち
は
こ
う
し
た
「
成
熟
社
会
」

を
迎
え
て
い
る
の
で
あ
る
。
20
世
紀
後
半

は
、
戦
後
の
荒
廃
の
ま
さ
に
ゼ
ロ
か
ら
始

ま
っ
た
。
ダ
ム
を
造
り
、
河
川
の
流
れ
を

変
え
、
道
路
を
造
り
、
新
し
い
街
を
つ
く

り
、
家
を
建
て
建
物
を
建
設
す
る
発
展
途

上
の
社
会
で
あ
っ
た
。
以
来
70
年
余
の
時

間
が
過
ぎ
、
私
た
ち
は
こ
の
間
に
投
資
し

創
り
出
し
て
き
た
物
か
ら
の
果
実
を
味
わ

う
べ
き
、
成
熟
の
時
代
を
迎
え
て
い
る
。

　

と
こ
ろ
が
、
現
実
の
意
識
や
取
組
み

は
、
あ
い
か
わ
ら
ず
発
展
途
上
国
型
の
ま

ま
で
あ
る
。「
古
い
も
の
は
よ
く
な
い
、

新
し
い
も
の
を
造
ら
な
い
と
景
気
は
よ
く

な
ら
な
い
。
と
に
か
く
壊
せ
！
」
の
オ
ン

パ
レ
ー
ド
で
あ
る
。
法
律
や
社
会
制
度
等

も
20
世
紀
後
半
の
枠
組
み
の
ま
ま
、
新
し

い
物
を
つ
く
る
こ
と
が
第
一
で
、
既
存
建

築
物
の
持
続
や
再
生
、
そ
れ
へ
の
補
助
や

追
加
投
資
を
促
す
施
策
は
皆
無
で
あ
る
。

　
そ
し
て
今
、
と
う
と
う
人
口
が
減
り
は

じ
め
、
地
方
で
は
世
帯
数
の
減
少
も
始
ま

っ
て
い
る
。
２
０
１
９
年
に
は
、
明
治
維

新
以
来
増
加
の
一
途
を
た
ど
っ
て
き
た
世

帯
数
が
逆
転
し
、
今
後
は
減
少
に
向
か
う

と
予
測
さ
れ
て
い
る
。
そ
う
な
れ
ば
空
き

家
、
空
き
建
物
が
一
気
に
増
え
る
。

　
図
１
は
、
13
年
時
点
の
全
国
都
道
府
県

別
の
住
宅
数
、
空
き
家
数
及
び
空
家
率

と
、
20
年
後
の
35
年
時
点
の
総
世
帯
数
を

示
し
た
も
の
で
あ
る
。
13
年
時
点
で
は
、

総
住
宅
数
６
０
６
３
万
戸
に
対
し
て
空
家

率
13
・
５
％
で
８
１
９
万
戸
の
空
き
家
が

あ
る
が
、
35
年
時
点
の
総
世
帯
数
は
４
９

５
６
万
世
帯
で
あ
る
。
新
築
を
全
く
行
わ

な
い
と
し
て
も
約
３
０
０
万
戸
の
空
き
家

が
積
み
増
し
さ
れ
る
。

　
そ
う
し
た
空
き
家
に
は
、
老
朽
化
が
進

み
除
却
せ
ざ
る
を
え
な
い
も
の
が
多
い
か

も
し
れ
な
い
が
、
一
方
で
、
大
き
く
て
部

屋
数
の
多
い
立
派
な
家
が
相
当
数
含
ま
れ

る
可
能
性
が
高
い
。
な
ぜ
な
ら
、
現
代
家

族
の
世
帯
人
員
数
が
著
し
く
小
さ
く
な
っ

て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
平
均
世
帯
人
員
は

１
９
５
３
年
の
５
・
０
人
が
、
60
年
後
の

２
０
１
３
年
に
は
２
・
51
人
と
半
分
に
な

っ
て
い
る
。
つ
ま
り
、
大
き
す
ぎ
る
家
は

い
ら
な
く
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
売
る
に

し
て
も
、
貸
す
に
し
て
も
値
段
が
高
く
な

り
す
ぎ
る
。

　
汗
水
た
ら
し
て
手
に
入
れ
た
成
熟
社
会

の
せ
っ
か
く
の
果
実
を
味
わ
わ
ぬ
ま
ま
、

立
派
な
、
歴
史
の
あ
る
建
物
を
た
だ
壊
し

て
い
け
ば
ど
う
な
る
か
。
元
の
何
も
な
い

　
あ
な
た
が
も
し
70
歳
で
こ
れ
か
ら
の
こ

と
を
考
え
た
時
、
今
ま
で
の
家
や
建
物
を

全
て
壊
し
て
、
も
う
一
度
全
部
造
り
直
そ

う
と
思
う
だ
ろ
う
か
。
特
に
、
働
き
盛
り

の
こ
ろ
に
自
身
の
全
身
全
霊
を
傾
け
て
手

に
入
れ
た
建
物
で
、
そ
れ
を
長
年
に
わ
た

り
慈
し
み
、
不
具
合
が
あ
れ
ば
直
し
、
使

い
や
す
さ
や
住
み
心
地
を
よ
く
し
、
周
囲

の
緑
等
も
端
正
し
て
き
た
も
の
だ
っ
た
ら

ど
う
だ
ろ
う
か
。
誰
し
も
、
そ
の
時
間
や

歴
史
を
次
世
代
に
受
け
渡
し
、
自
分
た
ち

と
は
使
い
方
を
変
え
て
も
引
き
継
い
で
い

っ
て
ほ
し
い
と
願
う
の
が
当
然
で
あ
る
。

初
期
投
資
も
回
収
し
終
え
て
い
れ
ば
、
こ

れ
か
ら
こ
そ
が
利
益
が
あ
が
る
。

座
し
て
荒
廃
を
待
つ
よ
り
も
、

既
存
建
築
物
を
活
か
す
制
度
改
革
を

今
、私
た
ち
は
「
成
熟
社
会
」
を
迎
え
て
い
る
。
だ
が
、そ
の
せ
っ
か
く
の
果
実
を
味
わ
わ
ぬ
ま
ま
、

立
派
な
、
歴
史
の
あ
る
建
物
を
た
だ
壊
し
て
い
け
ば
ど
う
な
る
か
。
元
の
何
も
な
い
貧
し
い
状
況

に
戻
る
だ
け
で
あ
る
。
今
こ
そ
、
成
熟
社
会
に
ふ
さ
わ
し
い
、
既
存
の
建
築
物
を
再
生
し
活
か
す

た
め
の
諸
制
度
の
改
革
が
い
る
。
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物
の
個
別
性
へ
の
配
慮
が
全
く
な
い
こ
と

で
あ
る
。
換
言
す
れ
ば
全
国
一
律
の
画
一

的
な
規
制
と
も
い
う
こ
と
が
で
き
る
。
新

築
で
あ
れ
ば
、
全
国
ど
こ
で
も
同
一
の
基

準
で
そ
れ
を
全
部
守
ら
せ
る
こ
と
は
容
易

か
も
し
れ
な
い
。
し
か
し
、
双
子
と
同
じ

で
、
生
ま
れ
た
時
は
同
じ
よ
う
で
あ
っ
て

も
年
月
を
重
ね
れ
ば
全
く
違
っ
て
育
ち
あ

が
る
よ
う
に
、
既
存
の
建
物
は
全
く
違
う

場
所
で
異
な
る
育
ち
方
を
し
て
き
た
。
加

え
て
、
現
代
は
法
律
で
規
定
し
て
い
る
用

途
を
超
え
た
利
用
の
仕
方
が
急
拡
大
し
て

い
る
。
既
存
建
物
の
持
続
や
再
生
を
図
る

上
で
は
、
個
別
性
に
即
し
た
対
応
が
必
要

で
あ
る
。
そ
れ
が
で
き
る
こ
と
が
即
ち
成

熟
で
あ
り
、
地
方
、
地
域
の
個
別
性
や
価

値
を
認
め
る
と
い
う
こ
と
に
他
な
ら
な
い
。

　
現
状
で
は
上
記
３
点
が
な
い
ま
ぜ
に
な

っ
て
以
下
の
よ
う
な
こ
と
が
起
き
て
い
る
。

﹇
例
１
﹈
築
１
０
０
年
を
超
え
る
よ
う
な

民
家
を
地
域
の
一
人
暮
ら
し
の
要
介
護
高

齢
者
が
集
ま
っ
て
住
む
共
同
居
住
の
場
に

変
え
よ
う
と
す
る
と
、
老
人
福
祉
法
で
は

「
有
料
老
人
ホ
ー
ム
」
の
扱
い
に
な
る
。

そ
れ
を
受
け
て
、
建
築
基
準
法
で
の
建
物

用
途
は
「
住
宅
」
か
ら
特
殊
建
築
物
の

「
児
童
福
祉
施
設
等
」
に
変
わ
り
、
１
０

０
㎡
を
超
え
る
場
合
に
は
用
途
変
更
の
建

築
確
認
申
請
が
必
要
に
な
る
。
既
存
不
適

格
部
分
は
特
殊
建
築
物
の
規
定
に
合
う
よ

う
に
是
正
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
建
築

貧
し
い
状
況
に
戻
る
だ
け
で
あ
る
。
今
こ

そ
、
成
熟
社
会
に
ふ
さ
わ
し
い
、
既
存
の

建
築
物
を
再
生
し
活
か
す
た
め
の
諸
制
度

の
改
革
が
い
る
。

　
既
存
の
建
築
物
を
現
代
社
会
に
お
い
て

も
有
用
な
も
の
と
す
る
に
あ
た
っ
て
何
が

ボ
ト
ル
ネ
ッ
ク
に
な
っ
て
い
る
の
か
、
大

き
く
は
次
の
３
点
で
あ
る
。

　
第
一
は
、
そ
の
建
物
の
成
立
を
根
拠
づ

け
る
法
律
や
、
建
築
行
為
を
行
う
た
め
の

基
本
と
な
る
建
築
基
準
法
等
が
暗
黙
の
裡

に
、
す
べ
か
ら
く
「
新
築
」
を
前
提
に
し

て
い
る
点
で
あ
る
。
既
存
建
築
物
を
ど
う

活
用
す
る
か
の
視
点
は
全
く
と
い
っ
て
よ

い
ほ
ど
欠
落
し
て
い
る
。

　
第
二
は
、
一
つ
の
建
物
を
前
提
に
し
な

が
ら
、
建
物
成
立
の
根
拠
法
（
例
え
ば
、

老
人
福
祉
法
、
児
童
福
祉
法
、
医
療
法
等
）

や
、
建
築
基
準
法
、
消
防
法
、
バ
リ
ア
フ

リ
ー
法
等
が
そ
れ
ぞ
れ
の
ド
グ
マ
に
基
づ

く
規
制
を
し
、
相
互
の
関
係
性
が
希
薄
な

こ
と
で
あ
る
。
実
際
の
建
築
に
際
し
て
、

個
別
の
法
制
度
の
規
制
を
ク
リ
ア
し
よ
う

と
し
た
結
果
、
建
築
総
体
と
し
て
は
キ
メ

ラ
状
態
と
も
い
う
べ
き
極
め
て
歪
で
使
い

に
く
い
代
物
が
出
現
し
て
し
ま
う
こ
と
は

今
や
日
常
茶
飯
事
と
な
っ
て
い
る
。

　
第
三
は
、
建
物
の
立
地
す
る
場
所
や
建

条
例
や
バ
リ
ア
フ
リ
ー
条
例
も
ク
リ
ア
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
一
方
、
消
防
法
で

は
「
自
力
避
難
困
難
者
入
所
福
祉
施
設

等
」
の
扱
い
に
な
り
、
ス
プ
リ
ン
ク
ラ
ー

設
置
等
の
対
策
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。
果
た
し
て
、
こ
の
古
民
家
が
再
利
用

さ
れ
る
だ
ろ
う
か
？

﹇
例
２
﹈
市
の
中
心
部
の
空
き
ビ
ル
は
周

囲
に
空
き
地
も
あ
る
の
で
、
そ
の
１
階
に

保
育
園
を
開
設
し
た
い
。
保
育
園
は
児
童

福
祉
法
の
対
象
で
、
ま
ず
そ
の
要
件
を
ク

リ
ア
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
建
築
基
準

法
で
は
、
店
舗
・
事
務
所
か
ら
児
童
福
祉

施
設
等
へ
の
用
途
変
更
に
な
り
、
確
認
申

請
が
必
要
に
な
る
。
と
こ
ろ
が
、
そ
れ
に

必
要
な
既
存
建
物
の
新
築
時
の
検
査
済
証

が
な
く
、
手
続
き
に
難
航
し
た
。
さ
ら

に
、
バ
リ
ア
フ
リ
ー
条
例
の
規
定
で
、
エ

レ
ベ
ー
タ
の
サ
イ
ズ
に
問
題
は
な
か
っ
た

が
、
道
路
か
ら
エ
レ
ベ
ー
タ
前
ま
で
点
字

鋲
を
敷
設
す
る
必
要
が
生
じ
た
。
結
局
の

と
こ
ろ
、
共
用
部
分
の
改
変
に
オ
ー
ナ
ー

側
か
ら
難
色
が
示
さ
れ
た
。
こ
の
ビ
ル
に

未
来
は
あ
る
だ
ろ
う
か
？

　
ど
の
法
律
も
、
そ
の
目
的
は
私
た
ち
の

社
会
を
安
全
に
し
、
誰
も
が
快
適
に
円
滑

に
建
物
を
利
用
で
き
る
こ
と
を
意
図
し
て

い
る
。
し
か
し
、
そ
の
規
制
の
あ
り
方
が

旧
態
然
と
し
、
硬
直
的
で
、
個
別
性
に
配

慮
せ
ず
、
法
制
度
間
の
連
関
性
も
無
視
し

た
ま
ま
で
あ
る
。
特
に
建
築
基
準
法
は
物

既
存
建
築
物
の
活
用
を

阻
む
法
制
度

図1　都道府県別2013年の住宅総数・空家数・空家率と2035年の総世帯数
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的
要
件
の
み
を
規
制
し
、
そ
の
建
物
の
利

用
の
仕
方
や
利
用
す
る
人
の
信
頼
性
は
全

く
加
味
し
な
い
。
建
物
の
ハ
ー
ド
・
ス
ペ

ッ
ク
と
利
用
の
仕
方
の
ソ
フ
ト
を
組
み
合

わ
せ
て
、
総
合
的
な
見
地
か
ら
建
物
と
そ

の
使
い
方
を
評
定
す
る
仕
組
み
が
欠
落
し

て
い
る
。

　
成
熟
社
会
の
要
請
に
応
え
る
た
め
に
現

行
の
大
幅
な
規
制
改
革
と
と
も
に
、
既
存

建
物
の
個
別
性
に
応
じ
て
用
途
転
換
の
可

否
や
改
修
の
妥
当
性
を
判
断
す
る
「
建
築

リ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
法
」
や
、
そ
の
判
断
を

地
域
主
権
で
行
う
「
建
築
リ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
条
例
」等
の
制
定
を
切
に
提
案
し
た
い
。

　
で
は
、
建
築
基
準
法
等
の
規
制
改
革
だ

け
で
十
分
か
と
い
う
と
決
し
て
そ
う
で
は

な
い
。
も
う
一
つ
、
建
物
改
修
を
実
現
す

る
た
め
の
「
資
金
循
環
」
を
創
出
す
る
必

要
が
あ
る
。

　
な
ぜ
、
古
い
建
物
に
誰
も
手
を
つ
け
な

い
か
と
い
う
と
、
そ
れ
を
再
生
す
る
た
め

の
資
金
と
そ
の
出
し
手
が
い
な
い
か
ら
で

あ
る
。
住
宅
を
例
に
と
る
と
、
終
戦
直
後

の
４
２
０
万
戸
の
住
宅
不
足
か
ら
の
旺
盛

な
住
宅
建
設
に
は
、
国
民
が
郵
便
貯
金
や

年
金
を
積
み
立
て
、
そ
の
お
金
が
財
政
投

融
資
と
し
て
住
宅
金
融
公
庫
や
日
本
住
宅

公
団
、
年
金
還
元
融
資
等
を
経
由
し
て
再

　

ア
メ
リ
カ
に
は
、「
地
域
の
資
金
を
地

域
に
還
元
す
る
」
と
い
う
考
え
に
基
づ
い

た
「
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
再
投
資
法（
Ｃ
Ｒ
Ａ
：

Com
m
unity Reinvestm

ent A
ct

）」

と
い
う
法
律
が
あ
る
。
銀
行
の
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
に
対
す
る
再
投
資
の
促
進
を
目
的

に
、
各
銀
行
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
再
投
資
の

実
績
を
評
価
し
、
銀
行
業
務
の
拡
大
等
を

図
る
際
に
一
定
の
条
件
を
ク
リ
ア
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
等
の
規
制
を
行
っ
て
い

る
。
こ
れ
に
よ
り
、
低
中
所
得
者
向
け
の

住
宅
供
給
や
小
規
模
ビ
ジ
ネ
ス
等
の
様
々

な
地
域
社
会
の
信
用
需
要
に
銀
行
が
応
え

て
い
る
。
地
域
の
資
金
を
地
域
の
た
め
に

投
資
し
、
地
域
環
境
が
改
善
さ
れ
活
性
化

す
る
こ
と
に
よ
っ
て
さ
ら
に
投
資
が
促
進

さ
れ
る
と
い
う
良
循
環
を
創
出
す
る
た
め

の
仕
掛
け
で
あ
る
。

　
我
が
国
の
地
域
に
資
金
が
な
い
わ
け
で

も
、
資
金
需
要
が
な
い
の
で
も
な
い
。
20

世
紀
の
間
に
蓄
え
ら
れ
た
地
域
の
資
金
を

び
国
民
の
手
に
渡
る
と
い
う
資
金
循
環
が

大
き
く
寄
与
し
た
。
し
か
し
、
も
は
や
こ

う
し
た
公
的
な
資
金
循
環
の
仕
組
み
は
な

い
。

　
一
方
、
日
本
で
は
建
物
は
耐
久
消
費
財

で
、
例
え
ば
木
造
住
宅
な
ら
税
法
上
は
22

年
で
減
価
償
却
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い

る
。
資
産
と
し
て
は
、
原
則
、
土
地
分
し

か
評
価
し
な
い
仕
組
み
で
あ
る
。
し
た
が

っ
て
、
古
い
建
物
に
投
資
す
る
こ
と
は
極

め
て
リ
ス
キ
ー
で
あ
り
、
そ
れ
に
対
す
る

融
資
も
出
資
者
も
無
い
と
い
う
の
が
現
状

で
あ
る
。

　
し
か
し
考
え
方
を
変
え
て
、
そ
の
建
物

を
利
用
し
、
そ
こ
か
ら
継
続
的
に
得
ら
れ

る
利
益
で
そ
の
建
物
価
値
を
捉
え
直
し
て

み
た
ら
ど
う
だ
ろ
う
か
。
建
物
を
支
え
る

イ
ン
フ
ラ
部
分
の
投
資
は
既
に
行
わ
れ
て

お
り
、
そ
の
建
物
の
骨
組
み
部
分
も
丈
夫

で
安
全
で
あ
れ
ば
、
少
し
の
追
加
投
資
で

高
い
リ
タ
ー
ン
を
得
ら
れ
る
可
能
性
が
あ

る
。
こ
れ
を
不
動
産
の
世
界
で
は
「
収
益

還
元
価
値
」
と
い
い
、
成
熟
社
会
で
の
不

動
産
評
価
の
標
準
で
あ
る
。
古
い
建
物
が

多
少
く
た
び
れ
て
見
え
る
の
は
、
経
年
劣

化
し
や
す
い
仕
上
げ
部
分
や
設
備
仕
様
が

陳
腐
化
し
て
い
る
か
ら
で
あ
る
。
こ
の
部

分
に
追
加
投
資
す
る
仕
組
み
さ
え
あ
れ

ば
、
既
存
建
築
物
の
再
生
が
容
易
に
な

り
、
地
域
に
お
金
が
回
り
だ
す
よ
う
に
な

る（
図
２
）。

適
正
に
投
資
し
、
そ
の
果
実
を
得
る
た
め

の
仕
組
み
、
シ
ス
テ
ム
が
な
い
の
で
あ

る
。
こ
こ
は
ア
メ
リ
カ
の
Ｃ
Ｒ
Ａ
の
叡
智

を
大
い
に
学
ぶ
べ
き
で
あ
る
。

　
成
熟
社
会
を
迎
え
て
、
既
存
建
築
物
の

利
活
用
を
図
る
と
い
う
極
め
て
穏
当
か
つ

順
当
な
こ
と
が
で
き
な
い
が
故
に
、
国

も
、
地
域
も
や
せ
衰
え
つ
つ
あ
る
。
既
に

あ
る
建
築
物
を
少
し
だ
け
若
返
ら
せ
る
、

あ
る
い
は
別
の
用
途
に
使
い
方
を
変
更
す

る
た
め
の
法
的
な
枠
組
み
と
そ
れ
に
必
要

な
資
金
循
環
が
な
い
た
め
に
、
た
だ
壊
し

続
け
、
次
に
建
て
る
も
の
は
前
よ
り
も
貧

し
い
も
の
、
あ
る
い
は
建
て
る
こ
と
を
諦

め
る
と
い
う
事
態
に
至
っ
て
い
る
。
そ
の

行
き
つ
く
先
は
、
建
物
ど
こ
ろ
か
土
地
の

価
値
さ
え
無
く
な
る
と
い
う
一
層
の
資
産

デ
フ
レ
で
あ
る
。

　
自
治
体
財
政
の
自
主
財
源
の
う
ち
約
４

割
は
固
定
資
産
税
収
入
で
あ
る
。
固
定
資

産
税
は
「
固
定
資
産
の
適
正
な
時
価
」
に

基
づ
い
て
課
税
す
る
。
地
域
の
土
地
や
建

物
に
、
適
正
な
時
価
が
付
か
な
く
な
っ
た

時
ど
う
な
る
か
。
自
治
体
経
営
自
体
が
成

り
立
た
な
く
な
り
、
一
層
の
荒
廃
に
向
か

う
。
だ
か
ら
こ
そ
、
既
存
建
築
物
の
活
用

に
関
す
る
規
制
改
革
は
〝
ま
っ
た
な
し
〞

で
あ
る
。

お
わ
り
に
│
座
し
て
荒
廃
を

待
つ
よ
り
も
、
規
制
改
革
を

地
域
へ
の
再
投
資
と

経
済
循
環
の
創
出

図2　 街・建物の時間経過に対して
“再投資” が必要

経年劣化
する部分

時間経過

インフラ・建物

土地

ま
ち
・
住
ま
い
の
価
値

経年劣化
する部分

経年劣化
する部分

“再投資”
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